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令和 ４ 年 ３ 月 18 日

第 １３４９１ 号（金曜日）

毎 週 ２ 回 　 火 曜 　 金 曜 発 行

石川県告示第93号

　情報通信の技術を利用する方法により行わせ、又は行うことができる手続等（平成16年石川県告示第414号）の全

部を改正し、公表の日から施行する。

　　令和４年３月18日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

　知事が所管する手続等に係る石川県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則（平成16年石

川県規則第56号）第３条に規定する手続等は、全ての申請等及び処分通知等とする。

石川県告示第94号

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）に規定する特定調達

契約に係る一般競争入札の落札者を決定したので、次のとおり落札者等について告示する。

　　令和４年３月18日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

１　落札に係る特定役務の名称及び数量

　⑴　県庁舎清掃管理業務委託（行政庁舎その１）　一式

　⑵　県庁舎清掃管理業務委託（行政庁舎その２）　一式

　⑶　県庁舎清掃管理業務委託（警察本部庁舎）　一式

２　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　　石川県総務部管財課　

　　金沢市鞍月１丁目１番地

３　落札者を決定した日

　　令和４年２月２日

４　落札者の名称及び所在地

　⑴　１⑴　有限会社芙蓉クリーンサービス  金沢市神田一丁目25番10号

　⑵　１⑵　有限会社芙蓉クリーンサービス  金沢市神田一丁目25番10号

　　　　告　　　示
○情報通信の技術を利用する方法により行わせ、又は行

　うことができる手続等の全部改正 （デジタル推進課）　１

○一般競争入札の落札者等 （管　財　課）　１

○国民健康保険保険給付費等交付金、国民健康保険事業

　費納付金及び標準保険料率に関する省令及び石川県国

　民健康保険条例に規定する知事が定める数

 （医療対策課）　２

○令和３年度地籍調査事業計画 （農業基盤課）　２

○保安林の指定施業要件の変更予定 （森林管理課）　３

○令和３管理年度知事管理漁獲可能量の設定並びに公表

　について （くろまぐろ （小型魚）、くろまぐろ （大型魚）

　及びするめいか）の一部変更 （水　産　課）　４

○県道の供用の開始 （道路整備課）　５

○自動車のみの一般交通の用に供する道路の部分の指定

 （　　同　　）　５

　　　　公　　　告
○入札公告 （消防保安課）　５

○県営緊急耐震工事計画の決定及び縦覧公告

 （農業基盤課）　７

○建設業の許可の取消しの公告  

 （監　理　課）　７

　　　　教育委員会
○情報通信の技術を利用する方法により行わせ、又は行

　うことができる手続等の全部改正 　７

目　　　　　　　　　　　次

告　　　　　　　　示
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　⑶　１⑶　太平ビルサービス株式会社　金沢市南町２番１号

５　落札金額

　⑴　１⑴　18,150, 000円

　⑵　１⑵　18,150, 000円

　⑶　１⑶　26,180, 000円

６　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７　一般競争入札の公告を行った日

　　令和３年12月21日

石川県告示第95号

　国民健康保険保険給付費等交付金、国民健康保険事業費納付金及び標準保険料率に関する省令（平成29年厚生労働

省令第111号。以下「省令」という。）第10条第１項、第16条第１項及び第25条第１項並びに石川県国民健康保険条例

（平成29年石川県条例第39号。以下「条例」という。）第10条、第12条、第15条、第16条、第19条、第20条及び第23条

に規定する知事が定める数は、次の表の左欄に掲げる項目に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる数とし、令和４年４

月１日から施行する。

　　令和４年３月18日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

項　　　　　　　　　　　　　　　目 数

省令第10条第１項の知事が定める一般納付金基礎額調整係数 0.9303445000028

省令第16条第１項の知事が定める後期高齢者支援金等納付金基礎額調整係数 0.9999999988880

省令第25条第１項の知事が定める介護納付金納付金基礎額調整係数 0.9999999963330

条例第10条の知事が定める医療費指数反映係数 1

条例第12条の知事が定める一般納付金所得係数　 0.9884923248220

条例第15条の知事が定める一般納付金被保険者均等割指数 0.7

条例第16条の知事が定める後期高齢者支援金等納付金所得係数 0.9953540256938

条例第19条の知事が定める後期高齢者支援金等納付金被保険者均等割指数 0.7

条例第20条の知事が定める介護納付金納付金所得係数 1.0478547922920

条例第23条の知事が定める介護納付金納付金被保険者均等割指数 0.7

石川県告示第96号

　国土調査法（昭和26年法律第180号）第６条の３第２項の規定により、令和３年度地籍調査事業計画を次のとおり

定めた。

　　令和４年３月18日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

調査を行う者の名称 調　　　査　　　地　　　域 調 査 期 間

金 沢 市

夕日寺Ⅰ地区（その４）

夕日寺Ⅳ地区（その１）

夕日寺Ⅳ地区（その２）

夕日寺Ⅳ地区（その３）

令和４年３月８日から

令和５年３月31日まで

加 賀 市 小塩地区（６工区） 〃

白 山 市

美川永代Ⅲ地区

上吉野Ⅱ地区

神子清水地区

〃

川 北 町 中島Ⅱ地区 〃

津 幡 町 井上Ⅰ地区 〃
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中 能 登 町

能登部Ⅷ－２地区 〃

最勝講Ⅲ地区

末坂Ⅰ・Ⅱ地区

令和４年３月８日から

令和４年９月30日まで

石川県告示第97号

　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の２第１項の規定により、次のとおり保安林の指定施業要件を変更する予

定である。

　　令和４年３月18日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

１　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

　　小松市（次の図に示す部分に限る。）

２　保安林として指定された目的

　　飛砂の防備

３　変更後の指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐は、択伐による。

　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める

標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その関係書類を石川県農林水産部森林管理課及び小松市役所に備え置

いて縦覧に供する。）

１　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

　　小松市（次の図に示す部分に限る。）

２　保安林として指定された目的

　　風害の防備

３　変更後の指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐は、択伐による。

　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める

標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その関係書類を石川県農林水産部森林管理課及び小松市役所に備え置

いて縦覧に供する。）

１　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

　　小松市（次の図に示す部分に限る。）

２　保安林として指定された目的

　　干害の防備

３　変更後の指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐は、択伐による。

　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める
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標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度

　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その関係書類を石川県農林水産部森林管理課及び小松市役所に備え置

いて縦覧に供する。）

１　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

　　小松市（次の図に示す部分に限る。）

２　保安林として指定された目的

　　公衆の保健

３　変更後の指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　　　　小松市（次の図に示す部分に限る。）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

　　ウ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める

標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その関係書類を石川県農林水産部森林管理課及び小松市役所に備え置

いて縦覧に供する。）

石川県告示第98号

　令和３管理年度知事管理漁獲可能量の設定並びに公表について（くろまぐろ（小型魚）、くろまぐろ（大型魚）及

びするめいか）（令和３年石川県告示第65号）の一部を令和４年３月８日に変更したので、漁業法（昭和24年法律第

267号）第16条第５項において準用する同条第４項の規定により公表する。

　　令和４年３月18日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

変更後 変更前

第１　くろまぐろ（小型魚）

　１ 　都道府県別漁獲可能量について本県に定めら

れた数量

　　　82.3トン

第１　くろまぐろ（小型魚）

　１ 　都道府県別漁獲可能量について本県に定めら

れた数量

　　　98.3トン

　２　知事管理区分に配分する数量

知事管理区分 配分数量

石川県定置網漁業 75.0トン

石川県漁船漁業 5.8トン

　２　知事管理区分に配分する数量

知事管理区分 配分数量

石川県定置網漁業 91.0トン

石川県漁船漁業 5.8トン

第２　くろまぐろ（大型魚）

　１ 　都道府県別漁獲可能量について本県に定めら

れた数量

　　　10.9トン

第２　くろまぐろ（大型魚）

　１ 　都道府県別漁獲可能量について本県に定めら

れた数量

　　　11.9トン
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　２　知事管理区分に配分する数量

知事管理区分 配分数量

石川県定置網漁業 9.9トン

石川県漁船漁業 1.0トン

　２　知事管理区分に配分する数量

知事管理区分 配分数量

石川県定置網漁業 10.9トン

石川県漁船漁業 1.0トン

石川県告示第99号

　次のとおり県道の供用を開始するので、道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、告示する。

　なお、その関係図面は、令和４年３月18日から同年４月１日まで縦覧に供する。

　　令和４年３月18日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

路　線　名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
関係図面の

縦 覧 場 所

蚊爪森本停車場線
金沢市大河端町東48番４地先から

金沢市大河端町東47番１地先から
令和４年３月18日

県 央 土 木

総合事務所

維持管理課

石川県告示第100号

　道路法（昭和27年法律第180号）第48条の２第２項の規定により、次のとおり自動車のみの一般交通の用に供する

道路の部分を指定する。

　なお、その関係図面は、令和４年３月18日から同年４月１日まで縦覧に供する。

　　令和４年３月18日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

道路の種類 路　線　名 指定する道路の部分 指定する期日
関係図面の

縦覧場所

県　道 金沢田鶴浜線
かほく市白尾ム２番７地先から

かほく市白尾ム２番７地先まで
令和４年３月18日

県 央 土 木

総合事務所

維持管理課

公　　　　　　　　告

入　　　札　　　公　　　告

　次のとおり一般競争入札を実施する。

　　令和４年３月18日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

１　一般競争入札に付する事項

　⑴　調達役務の名称

　　　電気工事士免状作成等業務委託

　⑵　調達案件の仕様等

　　　入札説明書及び仕様書による。

　⑶　履行期間

　　　令和４年４月１日から令和５年３月31日まで

　⑷　履行場所

　　　入札説明書及び仕様書による。

　⑸　入札方法
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　　 　処理件数当たりの単価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免除事業者で

あるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

２　入札に参加する者に必要な資格に関する事項

　⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

　⑵ 　平成10年度以降石川県が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契約に係る一般競争入札及び指名競争入

札に参加する者に必要な資格並びに資格審査の申請の時期及び方法等（平成９年石川県告示第581号）に基づき、

令和３年度において競争入札参加者資格を有すると認められた者であること。

　⑶　指名停止の措置を受けている者でないこと。

　⑷ 　県内の３以上の市町（金沢、能登及び加賀の各地区に1箇所以上）において、受付窓口を設置できる者である

こと。

　⑸ 　申請受付時間帯において、委託業務の審査責任者（電気工事士免状の交付を受けた者に限る。以下同じ。）を

常時窓口に配置し、又は審査責任者と連絡可能な体制を確保することができる者であること。 

　⑹ 　石川県の休日を定める条例（平成元年石川県条例第16号）第１条第１項に規定する県の休日を除き、県の執務

時間に準じて、委託業務を行うことができる者であること。

　⑺　免状交付申請手続等に関し、インターネットにより周知を図ることができる者であること。

３　入札参加申請書の提出期限及び場所

　 　入札者は、入札参加申請書に入札参加資格を証明できる書類を添付して、令和４年３月24日（木）までに４⑴の

場所に提出しなければならない。

４　入札説明書の交付場所等

　⑴　入札説明書の交付場所及び問合せ先

　　　〒920－8580　金沢市鞍月１丁目１番地

　　　石川県危機管理監室消防保安課保安グループ　電話番号　076－225－1481

　⑵　入札説明書の交付方法

　　　⑴の交付場所において交付

　⑶　入札書の受領期限

　　 　令和４年３月29日（火）正午（郵送の場合は、書留郵便とし、受領期限内必着とする。宛先は、⑴の場所とす

る。）

　⑷　開札の日時及び場所

　　　令和４年３月29日（火）午後２時

　　　金沢市鞍月１丁目１番地　石川県庁行政庁舎603会議室

５　その他

　⑴　契約手続において使用する言語及び通貨

　　　日本語及び日本国通貨

　⑵　入札保証金及び契約保証金

　　　免除

　⑶　無効の入札書

　　 　この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった者

の提出した入札書その他入札説明書に示す無効の入札書に掲げる入札書は、無効とする。

　⑷　契約書の要否

　　　要

　⑸　落札者の決定方法

　　 　石川県財務規則（昭和38年石川県規則第67号）第119条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

　⑹　手続における交渉の有無

　　　無

　⑺　その他
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　　　詳細は、入札説明書による。

県営緊急耐震工事計画の決定及び縦覧公告

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の４第１項の規定により、次のとおり県営緊急耐震工事計画を定めた

ので、その関係書類を令和４年３月22日から同年４月19日まで縦覧に供する。

　なお、この決定については、土地改良法第87条の４第４項において準用する同法第87条第６項の規定により、縦覧

期間満了の日の翌日から起算して15日以内に知事に審査請求をすることができる。また、この決定を知った日の翌日

から起算して６か月以内に、石川県を被告として（訴訟において石川県を代表する者は、石川県知事となる。）、決定

の取消しの訴えを提起することができる。ただし、審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に、石川県を被告として、決定の取消しの訴えを提起することができる。

　　令和４年３月18日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

地　区　名 事　　　業　　　名 縦 覧 に 供 す る 書 類 縦 覧 場 所

大浦第２地区
県営震災対策農業施設

整 備 事 業

県 営 緊 急 耐 震 工 事

計 画 書 の 写 し

金沢市農林水産局

農業基盤整備課

建設業の許可の取消しの公告

　建設業法（昭和24年法律第100号）第29条第１項の規定による処分をしたので、次のとおり公告する。

　　令和４年３月18日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

１　処分をした年月日　　令和４年３月11日

２　処分を受けた者の商号、代表者の氏名、主たる営業所の所在地及び許可番号

　⑴　商号　株式会社大樹

　⑵　代表者の氏名　代表取締役　齊藤 佑樹

　⑶　主たる営業所の所在地　小松市園町ニ63－１フルハウスⅡ201

　⑷　許可番号　石川県知事許可（般－29）第18748号

３　処分の内容　建設業法第29条第１項の規定による建設業の許可の取消し

４　処分の原因となった事実

　 　株式会社大樹の代表取締役は、刑法（明治40年法律第45号）第246条の罪により、令和４年１月14日に金沢地方

裁判所において、懲役１年６月（執行猶予３年）の判決を受け、同月29日にその刑が確定している。

　　このことは、建設業法第29条第１項第２号に該当すると認められる。

教　育　委　員　会

石川県教育委員会告示第５号

　情報通信の技術を利用する方法により行わせ、又は行うことができる手続等（平成20年石川県教育委員会告示第23

号）の全部を改正し、公表の日から施行する。

　　令和４年３月18日

石 川 県 教 育 委 員 会　

　石川県教育委員会が所管する手続等に係る石川県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則

（平成20年石川県教育委員会規則第９号）第３条に規定する手続等は、全ての申請等及び処分通知等とする。
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